


































































































































































に挙げた日本開発銀行（1991), Lawrence (1993), Eaton and Tamura （1994），
























Mansfield et a1.（1979), Hirschey and Caves （1981), Papanastassiou and
　　　　　　　　　　　　　　　－71－
Pearce (1992）等があり，スウェーデン企業の実証分析としてZejan (1990）













































































Mansfield et a1.(1979), Hirschey and Caves (1981), Belderbos (1995), Odagiri
and Yasuda (1996),(1997))。　さらに, Papanastassiou and Pearce (1992)
では，進出先国の製造業における米国企業のシェアが正に有意である。
Odagiri and Yasuda (1996)でも，産業レべルの規模を表す変数は正に有
　　　　　　　　　　　　　　　－74－
意なことが確認されている。従って，ＬＮＳＬは正の符号が予想される。










































































































































































　　　村・深尾・渋谷（1995) , Weinstein (1996）らの研究は痛快である。 Law-
　　　rence (1993), Weinstein (1996）らは，対日直接投資の少なさを日本の企業
　　　「系列」に求めている。 Lawrence （1993）は重回帰分析を行い，その結果，
　　　系列に関する３つの変数（業種売上高に対する系列の売上比率，垂直系列に
　　　対する売上比率，水平系列に対する売上比率）は負に有意な値を示したこと
　　　から，系列は対日直接投資の阻害要因になっていると結論づけている。また，
　　　Weinstein (1996）は，６大企業集団のシェアの増加は対日直接投資を低下
　　　させる関係があると述べてはいるか，変数が有意ではないため，断定は避け
　　　ている。こうした，海外の研究者による「系列」研究に対して，日本の研究
　　　者が反論している。洞口（1995）は, Lawrence (1993）の追試を行い，「系
　　　列」の定義，データの信頼性，分析手法に疑問があるとし, Lawrenceの研
　　　究結果を実証的根拠に欠けると批判している。中村・深尾・渋谷（1995）は，
　　　対日直接投資の実証分析の中では信頼性の高いものであると思われる。彼ら
　　　は，通商産業省が1992年度に実施した「企業活動基本調査」の結果を用いて
　　　いて, Lawrence (1993）の研究を批判的に検討しており，垂直系列比率，
　　　水平系列比率の変数は，外資系企業の売上高シェアを被説明変数にしたとき
　　　有意ではなく, Lawrence (1993）の主張は退けられたと結論づけている。
　　　では，何が対日直接投資の低さを決定づけているのか，という疑問も残るが，
　　　海外の研究者にとっでケイレヅ’は特別な響きがあるものらしい。
8）岩田（1994）の推定方法に基づいて，本稿の分析データを使って追試を試み
　　　た。係数の符号とｔ値は岩田の結果と同様に全て正に有意になった。Ｒ＆Ｄ
　　　費と純益を彼説明変数に用いてそれぞれ資本金，研究者及び技術者数を単回
　　　帰させたとき，岩田の推定結果は0.641と39.636であったのに対し，本稿の
　　　データでは17.8と15.145だった。これは，岩田のデータが企業別データを用
　　　いているのに対し，本稿のデータは産業別のプールデータを使用しているこ
　　　と，各変数の定義が異なっている可能性等が理由として考えられるが，デー
　　　タの特性に統計的な大きな違いは無いと思われる。
9）彼らの使用したデータは製造業に含まれる外資比率10％以上の企業334社，
　　　同50％以上の企業199社である。 1992年度の「外資系企業の動向」調査では，
　　　製造業だけで675社，全業種にすると1,486社が回答している。
10) 17業種の内訳は，食品産業(FD),繊維産業（ＴＸ）,パルプ・紙産業（ＰＡ）,出版
　　　・印刷業（ＰＲ）,化学産業(CH),医薬品産業（ＤＲ）,石油･石炭製品産業（ＯＬ），
　　　ゴム製品産業（ＲＢ），窯業・土石産業(CR),鉄鋼産業（ST），非鉄金属産業
　　　(NF),金属製品産業（ＭＴ）,一般機械産業(MC),電気機械産業（ＥＬ）,輸送
　　　　　　　　　　　　　　　　－82－
　　械産業（ＴＲ）,精密機械産業（PS）,その他製造業（ＯＴ）である。括弧の中は回
　　帰分析で使用した業種別ダミー変数を示す。
11) R&D費がＯの場合，０になるようにデータをセットした。Ｒ＆Ｄ費は科学
　　技術白書に載っている研究費デフレータ（1990年＝100）でデフレートした
　　値を用いている。
12）変数が０あるいは総売上高，総仕入高が０の場合も０になるようにデータを
　　セットした。また，ＬＮＳＬに用いた総売上高はＧＤＰデフレータ（1985年＝
　　100）で実質値にしている。
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